
第７０号議案 

   新城市税条例の一部改正 

 新城市税条例の一部を改正する条例を次のように定めるものとする。 

  平成２９年６月８日提出 

                        新城市長 穂 積 亮 次   

 

   新城市税条例の一部を改正する条例 

 新城市税条例（平成１７年新城市条例第９１号）の一部を次のように改正する。 

 第４８条第１項中「によって」を「により」に改め、同条第２項中「においては」

を「には」に改め、同条第３項中「においては」を「には」に改め、「とする」の次

に「。第５項第１号において同じ」を加え、「によって」を「により」に改め、同条

第５項中「については」の次に「、前項の規定にかかわらず」を加え、同条第６項及

び第７項中「によって」を「により」に改める。 

 第５０条第１項中「においては」を「には」に、「によって」を「により」に改め、

同条第２項中「とする」の次に「。第４項第１号において同じ」を加え、同条第４項

中「法第３２１条の８第２２項に規定する申告書（以下この項において「修正申告書」

という。）の提出」を「納付すべき税額を増加させる更正（これに類するものを含む。

以下この項において「増額更正」という。）」に、「（当該修正申告書」を「（当該

増額更正」に、「同条第１項」を「法第３２１条の８第１項」に、「修正申告書が提

出された」を「増額更正があった」に、「修正申告書の提出」を「増額更正」に改め、

「については」の次に「、前項の規定にかかわらず」を加え、「が提出した修正申告

書に係る」を「についてされた当該増額更正により納付すべき」に、「第４８条の

１５の５第３項」を「第４８条の１５の５第４項」に改め、同項第２号中「修正申告

書に係る更正」を「増額更正」に、「まで」を「（法人税に係る修正申告書を提出し、

又は法人税に係る更正若しくは決定がされたことによる更正に係るものにあっては、

当該修正申告書を提出した日又は国の税務官署が更正若しくは決定の通知をした日）

まで」に改める。 

 第６１条第８項中「、第３４９条の４又は第３４９条の５」を「又は第３４９条の

３の４から第３４９条の５まで」に改め、同条の次に次の１条を加える。 

 （法第３４９条の３第２８項等の条例で定める割合） 



第６１条の２ 法第３４９条の３第２８項に規定する条例で定める割合は、２分の１ 

とする。 

２ 法第３４９条の３第２９項に規定する条例で定める割合は、２分の１とする。 

３ 法第３４９条の３第３０項に規定する条例で定める割合は、２分の１とする。 

 第６３条の２の見出し及び同条第１項中「第１５条の３第２項」を「第１５条の３

第３項並びに第１５条の３の２第４項及び第５項」に改め、同項第３号中「の区分所

有者全員の共有に属する共用部分」を削る。 

 第６３条の３の見出し中「あん分」を「按分」に改め、同条第１項中「あん分の」

を「按分の」に改め、同項第５号中「あん分する」を「按分する」に改め、同条第２

項中「あん分の」を「按分の」に、「以後３年」を「から起算して３年」に改め、「各

年度」の次に「とし、法第３４９条の３の３第１項に規定する被災市街地復興推進地

域（第７４条の２において「被災市街地復興推進地域」という。）が定められた場合

（避難の指示等が行われた場合において、避難等解除日の属する年が被災年の翌年以

後の年であるときを除く。第７４条の２において同じ。）には、当該被災年度の翌年

度から被災年の１月１日から起算して４年を経過する日を賦課期日とする年度までの

各年度とする。」を加え、同項第６号中「あん分する」を「按分する」に改め、同条

第３項中「あん分」を「按分」に改める。 

 第７４条の２第１項中「以後３年」を「から起算して３年」に改め、「各年度」の

次に「とし、被災市街地復興推進地域が定められた場合には、当該被災年度の翌年度

から被災年の１月１日から起算して４年を経過する日を賦課期日とする年度までの各

年度とする。」を加え、同条第２項中「以後３年」を「から起算して３年」に改め、

「各年度分」の次に「とし、被災市街地復興推進地域が定められた場合には、当該被

災年度の翌年度から被災年の１月１日から起算して４年を経過する日を賦課期日とす

る年度までの各年度とする。」を加える。 

 附則第５条第１項中「控除対象配偶者」を「同一生計配偶者」に改める。 

 附則第８条第１項中「平成３０年度」を「平成３３年度」に改める。 

 附則第１０条を次のように改める。 

 （読替規定） 

第１０条 法附則第１５条から第１５条の３の２までの規定の適用がある各年度分の

固定資産税に限り、第６１条第８項中「又は第３４９条の３の４から第３４９条の



５まで」とあるのは、「若しくは第３４９条の３の４から第３４９条の５まで又は

法附則第１５条から第１５条の３の２まで」とする。 

附則第１０条の２中第１１項を第１３項とし、第１０項の次に次の２項を加える。 

１１ 法附則第１５条第４４項に規定する条例で定める割合は、２分の１とする。 

１２ 法附則第１５条第４５項に規定する条例で定める割合は、３分の２とする。 

 附則第１６条第３項中「次項」を「以下この条（第５項を除く。）」に改め、同条

に次の３項を加える。 

５ 法附則第３０条第６項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の軽自動車に対する第

８２条の規定の適用については、当該軽自動車が平成２９年４月１日から平成３０

年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には平成３０年度分の軽自

動車税に限り、当該軽自動車が平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで

の間に初回車両番号指定を受けた場合には平成３１年度分の軽自動車税に限り、第

２項の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の

右欄に掲げる字句とする。 

６ 法附則第３０条第７項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の軽自動車に対する第

８２条の規定の適用については、当該軽自動車が平成２９年４月１日から平成３０

年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には平成３０年度分の軽自

動車税に限り、当該軽自動車が平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで

の間に初回車両番号指定を受けた場合には平成３１年度分の軽自動車税に限り、第

３項の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の

右欄に掲げる字句とする。 

７ 法附則第３０条第８項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の軽自動車（前項の規

定の適用を受けるものを除く。）に対する第８２条の規定の適用については、当該

軽自動車が平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までの間に初回車両番号

指定を受けた場合には平成３０年度分の軽自動車税に限り、当該軽自動車が平成 

３０年４月１日から平成３１年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場

合には平成３１年度分の軽自動車税に限り、第４項の表の左欄に掲げる同条の規定

中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

 附則第１６条の２第１項中「前条第２項から第４項まで」を「前条第２項から第７

項まで」に改める。 



 附則第１７条の２第１項中「平成２９年度」を「平成３２年度」に、「附則第３４

条の２第４項」を「附則第３４条の２第１項」に、「除く。以下この条」を「除く。

次項」に、「同項の」を「前条第１項の」に、「応じ」を「応じ、」に改め、同条第

２項中「平成２９年度」を「平成３２年度」に、「附則第３４条の２第９項」を「附

則第３４条の２第１０項」に、「場合においては」を「ときは」に改める。 

附則第２６条中「若しくは第４４項」を「、第４４項若しくは第４５項」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当

該各号に定める日から施行する。 

⑴ 附則第５条第１項の改正規定及び次条第２項の規定 平成３１年１月１日 

 ⑵ 附則第１０条の２中第１１項を第１３項とし、第１０項の次に２項を加える改

正規定（同条第１２項に係る部分に限る。） 都市緑地法等の一部を改正する法

律（平成２９年法律第２６号）の施行の日 

 （市民税に関する経過措置） 

第２条 別段の定めがあるものを除き、この条例による改正後の新城市税条例（以下

「新条例」という。）の規定中個人の市民税に関する部分は、平成２９年度以後の

年度分の個人の市民税について適用し、平成２８年度分までの個人の市民税につい

ては、なお従前の例による。 

２ 前条第１号に掲げる規定による改正後の新城市税条例の規定中個人の市民税に関

する部分は、平成３１年度以後の年度分の個人の市民税について適用し、平成３０

年度分までの個人の市民税については、なお従前の例による。 

３ 新条例第４８条第３項及び第５項並びに第５０条第２項及び第４項の規定は、平

成２９年１月１日以後に新条例第４８条第３項又は第５０条第２項に規定する納期

限が到来する法人の市民税に係る延滞金について適用する。 

 （固定資産税に関する経過措置） 

第３条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中固定資産税に関する部分は、

平成２９年度以後の年度分の固定資産税について適用し、平成２８年度分までの固

定資産税については、なお従前の例による。 

２ 新条例第６１条第８項及び附則第１０条（地方税法及び航空機燃料譲与税法の一



部を改正する法律（平成２９年法律第２号。第４項において「改正法」という。）

による改正後の地方税法（昭和２５年法律第２２６号。以下この項において「新法」

という。）第３４９条の３の４に係る部分に限る。）の規定は、平成２８年４月１

日以後に発生した新法第３４９条の３の３第１項に規定する震災等（第４項におい

て「震災等」という。）に係る新法第３４９条の３の４に規定する償却資産に対し

て課する平成２９年度以後の年度分の固定資産税について適用する。 

３ 新条例第６１条の２の規定は、平成３０年度以後の年度分の固定資産税について

適用し、平成２９年度分までの固定資産税については、なお従前の例による。 

４ 新条例第６３条の３第２項及び第７４条の２の規定は、平成２８年４月１日以後

に発生した震災等により滅失し、又は損壊した家屋の敷地の用に供されていた土地

に対して課する平成２９年度以後の年度分の固定資産税について適用し、同日前に

発生した改正法による改正前の地方税法第３４９条の３の３第１項に規定する震災

等により滅失し、又は損壊した家屋の敷地の用に供されていた土地に対して課する

固定資産税については、なお従前の例による。 

 （軽自動車税に関する経過措置） 

第４条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中軽自動車税に関する部分は、

平成２９年度以後の年度分の軽自動車税について適用し、平成２８年度分までの軽

自動車税については、なお従前の例による。 

 （都市計画税に関する経過措置） 

第５条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中都市計画税に関する部分は、

平成２９年度以後の年度分の都市計画税について適用し、平成２８年度分までの都

市計画税については、なお従前の例による。 

 

   理 由 

 この案を提出するのは、地方税法の一部改正に伴い、環境負荷の少ない軽自動車を

対象とした軽自動車税の特例措置について、適用期限を延長する等のため必要がある

からである。 


